
木造・木質化等の事務手続の流れ
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重要な変更（要領第12）

要領様式第１号(※１)

要領様式第２号
※工程表を添付

要綱様式第１号

要綱様式第３号

要綱様式第２号

〇交付決定前の事業着手は原則

不可

〇交付決定前、早期に着手する

必要がある場合は、早期着手

協議が必要

〇重要な変更は以下のとおり

・補助金額の増額又は30%以上の減

・事業の実施箇所の変更

要綱様式第２号

軽微な変更（要領第12）

入札差金（要領第13）

早期着手（要領第９）

事業計画（要領第８）

提出

提出

提出

提出

提出

変更承認

変更申請

変更申請

報告

交付申請（要領第10）

〇※１の添付書類

・事業計画書（要領様式別紙１）

・事業概要書

・確認書（要領様式別紙３）

・工程表

・配置図・各階平面図

・図面・仕様書等

・設計書・見積書等

・木材使用量算出表（計画）

・確認済証又は工事内容確認証明書

〇軽微な変更

・原則、交付決定額の変更がある

場合、軽微な変更の変更申請を

行います。

・交付決定額が異ならず、事業等の

内容の変更がある場合は、状況報

告等により進捗状況の確認を行う

ため、地域振興局に御相談くださ

い。

提出

〇補助金交付申請書の添付書類

・事業計画図書
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備考
本庁 地域振興局

県
補助事業者

事業計画（要領第８） 〇※１の添付書類

進捗を確認
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承認
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同意 中止・廃止

事業完了

現地調査

資料提出

概算払請求

請求
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補助金調査

（現地・書類）

額の確定

完了期限延長

承認申請

中止・廃止

承認申請書

受理

調査・支払

受理

要綱様式第４号

要綱様式第５号

要綱様式第１号(※２)

要領様式第４号

要綱様式第7号

中止・廃止（要領第12）

完了期限の延長
（要領第12）

状況報告等
（要領第14）

〇報告期限は、事業完了後20日以内

若しくは、事業年度の3月31日の

いずれか早い日

〇※２の添付書類

・事業実績書（要綱様式別紙）

・事業報告書（要領様式別紙４）

・写真（工事中・完成後・設置後）

・補助事業の執行を証する書類

・出荷証明書・納品書

・木材使用量算出表（実績）

・信州木材製品出荷証明書の写し

・先駆的な木材利用等を証する書類

・調度品等の県産材使用証明書

・軽微な変更の内容及び理由が確認

できる書類

※該当するものに限る

〇完了期限延長

・年度内に完了しない場合は、部長

に協議が必要

〇中止・廃止

・中止とは、一時的に補助事業を

中断すること。

・廃止とは、補助事業自体をとり

やめること。

〇状況報告等

・事業の途中で、進捗を確認する

ため、現地の調査や資料の提出

を求めることがあります。

報告

変更承認

要綱様式第７号

概算払（要領第18）

提出
実績報告（要領第15）

調査（要領第16）

額の確定（要領第17）

交付請求（要領第18）

報告

〇表示（要領第22）

・施設及び調度品等の見やすい場所

に「長野県森林づくり県民税を

活用」していることを表示して

ください。

提出

提出

提出
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備考
本庁 地域振興局

県
補助事業者

事業計画（要領第８） 〇※１の添付書類

納付書

（請求書）
納付

工事完了

報告書

消費税仕入控

除税額報告書

工事完了

判断 現地調査
天災等、事故

があったとき

受理

同意 財産処分

同意 協議
財産処分

承認申請書

受理

広報

受理

広報

審査・交付 経由
CO2固定量

認証申請

情報発信

受理

要綱様式第7号

〇工事完了報告期限は、事業実施

年度の翌年度末又は施設の工事

完了日から起算して30日以内の

いずれか早い日

要領様式第３号

消費税仕入控除税額
の返還
（要綱第８・要領第15）

〇消費税仕入控除税額の返還

・消費税仕入控除額等が明らかに

なったときは、報告してくだ

さい。

完了報告（実施要領21）

財産処分（要領第19）

提出

提出

提出

要綱様式第８号

事故報告（要領第20）

提出報告

災害等の事故であった
ことを確認

要領様式第５号

提出

〇財産処分

・目的外使用譲渡等をしようとする

場合は、事前に、地域振興局に

御相談ください。

・処分制限期間は、工事完了の翌年

度から記載して７年間です。

報告


